
■ 災害リスク情報の相互運用方式

災害リスク情報の分散相互運用環境
～各種災害リスク情報の横断的な利用に向けて～

災害リスク情報を、分散しつつ相互に活用でき、総体として一元的に総体として一元的に扱える仕組みである「分散相互運用方式」に基づき、提供・公

開していくことが重要です。
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■ 分散相互運用環境の研究開発

WMS: Web Mapping Service (ISO‐19128)
WFS: Web Feature Service (ISO‐19142)
WCS: Web Coverage Service (ISO‐191xx)
WPS, SOS, OLS, KML,  SVG, 各種API, etc.
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相互運用方式よって、自分が使い相互運用方式よって、自分が使い
たい情報を、使いたい部分だけ切たい情報を、使いたい部分だけ切
り出し、重ね合わせることが可能り出し、重ね合わせることが可能
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リスク評価や判断・意思決定のために、内外のデータベースと外部の処理サーバを分散相互運用環境下で動的に連動動的に連動させ、災害

リスク情報を動的に取得できるための情報環境の構築に関する研究開発を行っています。
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【プロジェクトＨＰ】 http://bosai-drip.jp/
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被害想定システム

•液状化危険度
•延焼危険度
•建物全壊率
など

•全壊・半壊棟数
•焼失棟数
•死者、負傷者数
など
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